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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

有田川町（以下、「本町」とする。）では、平成 27 年に「有田川町障害者計画」、平成 30 年に「有田

川町第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画」を策定し、障害のある人が地域において安心し

て暮らすことのできる共生社会をめざして、障害者福祉施策の推進に取り組んできました。 

この間、国では平成 28 年に「障害者差別解消法」「成年後見制度利用促進法」が施行され、障害の

ある人に対する理解促進や権利擁護に関する施策の推進が図られてきました。さらに平成 30 年の

「障害者文化芸術推進法」、令和元年の「読書バリアフリー法」の施行、「障害者雇用促進法」の改正等

に基づき、障害のある人の文化芸術活動の推進、就労の促進等が図られてきました。 

また、これからの地域のあり方として、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という従来の

関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら

暮らしていくことのできる「地域共生社会」の実現が掲げられました。 

このたび、「有田川町障害者計画」「有田川町第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画」（以

下、「前回計画」とする。）の計画期間がともに令和２年度をもって終了することから、国の制度改正や

本町の障害者福祉施策の進捗状況等を踏まえた計画の見直しを行い、新たに「有田川町障害者計画」

「有田川町第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画」（以下、「本計画」とする。）を策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

「有田川町障害者計画」は、「障害者基本法」第 11 条第３項に基づく「市町村障害者計画」であり、本

町における障害者施策の基本的な理念や方向性を定める計画です。 

「有田川町第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画」は、「障害者総合支援法」第８８条第１項

に基づく「市町村障害福祉計画」及び「児童福祉法」第 33 条の 20 第１項に基づく「市町村障害児福

祉計画」であり、本町における障害福祉サービス及び障害児通所支援等の必要な見込量を確保する

ための方策等を示す計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画の
推進 有田川町第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画 

〈平成 30〜令和２年度〉 

サービス見込量の見直し〈平成 29 年度〉 

 
計画の推進 

障害者総合支援法 障害者基本法 

 

有田川町障害者計画及び第４期障害福祉計画 

「有田川町障害者計画」 
〈平成 27〜令和 2 年度〉 

障害のある人の施策の理念や 

基本方針を定める計画 

「有田川町第４期障害福祉計画」 
〈平成 27〜29 年度〉 

障害福祉サービスの実施計画 

計画の
推進 

児童福祉法 

整合 計画の
推進 

有田川町障害者計画・有田川町第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画 
〈障害者計画は令和３〜８年度、障害福祉計画及び障害児福祉計画は令和３〜５年度〉 

サービス見込量の見直し〈令和２年度〉 
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有田川町地域福祉計画（平成 27〜令和３年度） 
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３ 計画の期間 

「有田川町障害者計画」の計画期間は、令和３年度から令和８年度までの６年間です。 

「有田川町第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画」の計画期間は、令和３年度から令和５

年度までの３年間です。 

年度 R３ R４ R５ R６ R７ R８ 

障害者計画 

      

有田川町障害者計画（令和３～８年度） 
      

障害福祉計画 

      

第６期（令和３～５年度） 第７期（令和６～８年度） 
      

障害児福祉計画 

      

第２期（令和３～５年度） 第３期（令和６～８年度） 
      

 

 

４ 他計画との関連 

本計画は、国や和歌山県の計画、町の最上位計画である「有田川町長期総合計画」、福祉関連計画

の上位計画である「有田川町地域福祉計画」や福祉関連計画、その他関連計画と整合を図り、策定し

ます。 
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整合   

国・和歌山県 

その他関連計画 

整
合 

有
田
川
町
第
２
期
障
害
児
福
祉
計
画
（令
和
３
～
５
年
度
） 

有
田
川
町
第
６
期
障
害
福
祉
計
画
（令
和
３
～
５
年
度
） 

有
田
川
町
障
害
者
計
画
（令
和
３
～
８
年
度
） 

第
２
期
有
田
川
町
子
ど
も
・子
育
て
支
援
事
業
計
画 

（令
和
２
～
６
年
度
） 

障
害
者
基
本
計
画
（第
４
次
） 

（平
成
30
～
令
和
４
年
度
） 

 

紀
の
国
障
害
者
プ
ラ
ン
2018 

（平
成
30
～
令
和
５
年
度
） 



4 

3,436 3,427 3,366 3,365 3,320

15,362 15,162 15,032 14,741 14,557

8,391 8,418 8,406 8,404 8,375

27,189 27,007 26,804 26,510 26,252

0

8,000

16,000

24,000

32,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

０～14歳 15～64歳 65歳以上

（人）

第２章 本町の現状と課題 

１ 統計データからみる現状 

（１）人口の状況 

総人口は減少傾向となっており、令和元年度で 26,252 人と平成 27 年度に比べて 937 人減少し

ています。 

■総人口の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：有田川町住民基本台帳人口（各年度末現在） 
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22 22 22 23 23

1,429 1,400 1,389 1,370 1,332

1,451 1,422 1,411 1,393 1,355

5.34 5.27 5.26 5.25 5.16 

0.00

2.00

4.00

6.00

0

500

1,000

1,500

2,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）

18歳未満 18歳以上 総人口に占める割合

（人）

1,451 1,422 1,411 1,393 1,355

224 236 242 263 275

122 126 126 136 154

1,797 1,784 1,779 1,792 1,784

6.61 6.61 6.64 6.76 6.80 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

0

1,000

2,000

3,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）

身体 療育 精神 総人口に占める割合

（人）

（２）障害のある人の状況 

手帳所持者数は増減を繰り返していますが、総人口に占める割合をみると、平成 28 年度以降

増加傾向となっています。 

■障害者手帳所持者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：やすらぎ福祉課（各年度末現在） 

 

①身体障害者手帳所持者の状況 

身体障害者手帳所持者数は減少傾向となっており、令和元年度で 1,355 人と平成 27 年度に比

べて 96 人減少しています。 

年齢別にみると、18 歳未満は横ばい、18 歳以上は減少傾向となっています。 

総人口に占める割合をみると、平成 27 年度以降減少傾向となっています。 

■身体障害者手帳所持者数（年齢別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：やすらぎ福祉課（各年度末現在） 
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328 320 317 320 312

247 238 238 223 214

257 251 247 251 245

379 378 375 362 348

125 125 125 126 126

115 110 109 111 110

1,451 1,422 1,411 1,393 1,355
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（人）

86 84 85 82 77132 121 121 118 115
13 13 12 12 13

887 868 862 848 816

333 336 331 333 334

1,451 1,422 1,411 1,393 1,355

0

500

1,000

1,500

2,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

視覚 聴覚・平衡 音声・言語

肢体不自由 内部 合計

（人）

等級別にみると、５級を除くすべての等級で減少傾向となっています。 

■身体障害者手帳所持者数（等級別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：やすらぎ福祉課（各年度末現在） 

 

 

障害種類別にみると、音声・言語は横ばい、内部は増減を繰り返して推移しており、その他の

種類については、減少傾向となっています。 

■身体障害者手帳所持者数（障害種類別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：やすらぎ福祉課（各年度末現在） 
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31 31 31 34 35
43 44 47 45 48

61 59 59 62 67

89 102 105 122 125

224 236 242
263 275

0

100

200

300

400

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

Ａ１ Ａ２ Ｂ１ Ｂ２

（人）

64 74 78 86 89

160 162 164
177 186

224 236 242
263 2750.82

0.87 0.90
0.99 1.05

0.00

0.40

0.80

1.20

0

100

200

300

400

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）

18歳未満 18歳以上 総人口に占める割合

（人）

②療育手帳所持者の状況 

療育手帳所持者数は増加傾向となっており、令和元年度で 275 人と平成 27 年度に比べて 51 人

増加しています。 

年齢別にみると、18 歳未満、18 歳以上ともに増加傾向となっています。 

総人口に占める割合をみると、平成 27 年度以降増加傾向となっています。 

■療育手帳所持者数（年齢別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：やすらぎ福祉課（各年度末現在） 

 

 

 

等級別にみると、すべての等級で増加傾向となっており、特にＢ２については令和元年度で125

人と平成 27 年度に比べて 36 人増加しています。 

■療育手帳所持者数（等級別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：やすらぎ福祉課（各年度末現在） 
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9 7 7 6 11

86 86 84 87
96

27 33 35 43
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（人）
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125
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136

1540.45 0.47 0.47
0.51 0.59
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200

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
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18歳未満 18歳以上 総人口に占める割合

（人）

③精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加傾向となっており、令和元年度で 154 人と平成 27 年

度に比べて 32 人増加しています。 

年齢別にみると、18 歳未満、18 歳以上ともに増加傾向となっています。 

総人口に占める割合をみると、平成 27 年度以降増加傾向となっています。 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数（年齢別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：やすらぎ福祉課（各年度末現在） 

 

 

等級別にみると、すべての等級で増加傾向となっており、特に３級については令和元年度で 47

人と平成 27 年度に比べて 20 人増加しています。 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数（等級別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：やすらぎ福祉課（各年度末現在） 
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指定難病・特定疾患 小児慢性特定疾病

（人）

④難病等の状況 

指定難病・特定疾患の患者数は平成 28 年度以降減少傾向でしたが、令和元年度に増加してい

ます。 

■指定難病患者数等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：湯浅保健所（各年度末現在） 

 



10 

17 21 24 28
34

7
5 2

2

2
13 13 12

11

1137 39 38
41

47

0

20

40

60

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

小学部 中学部 高等部

（人）

33 38 42 45 52

7
12

18 17
16

13
10

10 13
13

53
60

70
75

81

0

25

50

75

100

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
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（人）

⑤支援の必要な子どもの状況 

特別支援学校在籍者数は増加傾向となっており、令和２年度で 47 人と平成 28 年度に比べて

10 人増加しています。 

学校別にみると、小学部は増加傾向、中学部、高等部は減少傾向となっています。 

■特別支援学校在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども教育課（各年度末現在） 

 

 

特別支援学級在籍者数は増加傾向となっており、令和２年度では 81 人と平成 28 年度に比べて

28 人増加しています。 

学校別にみると、小学校、中学校は増加傾向、通級教室は横ばいとなっています。 

■特別支援学級在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども教育課（各年度末現在） 
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２ 障害福祉サービス等の実施状況 

（１）第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画における成果目標の達成状況 
 

①福祉施設入所者の地域生活への移行促進 

令和元年度末時点で、地域生活への移行者数は１人、施設入所者の削減数は０人となってお

り、目標に届かない実績となっています。 

項目 目標 実績 

施設入所者の地域生活への移行者数（人） ２ １ 

施設入所者の削減数（人） １ ０ 

 

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

医療機関や訪問看護事業者、障害福祉サービス事業所、相談支援事業者等の関係者による協

議の場の設置については、令和元年度末時点で未設置となっています。 

項目 目標 実績 

協議の場の設置数（か所） １ ０ 

 

③地域生活支援拠点等の整備 

令和元年度末時点で、有田圏域内での地域生活支援拠点等は未設置となっています。 

項目 目標 実績 

地域生活支援拠点等の整備数（か所） １ ０ 

 

④福祉施設から一般就労への移行促進 

令和元年度末時点で、福祉施設から一般就労への移行者数は４人となっており、目標を達成

しています。一方、就労移行支援事業の利用者数は２人となっており、目標に届かない実績と

なっています。 

就労移行率３割以上の就労移行支援事業所の割合については、圏域内に就労移行支援事業所

がないため、目標・実績ともにありません。 

就労定着支援の定着率については、就労定着支援事業のサービス利用者がいなかったため、

実績なしとなっています。 

項目 目標 実績 

福祉施設から一般就労への移行者数（人） １ ４ 

就労移行支援事業の利用者数（人） ３ ２ 

就労移行率３割以上の就労移行支援事業所の割合（％） ― ― 

就労定着支援１年後定着率（％） 80％ ―※ 

※サービス利用者なし 
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⑤障害児支援の提供体制の整備等 

令和元年度末時点で、児童発達支援センター及び主に重症心身障害児を支援する児童発達支援

事業所、放課後等デイサービス事業所は各１か所となっています。 

保育所等訪問支援の実施体制及び医療的ケア児支援の協議の場については、設置されており、

目標を達成しています。 

項目 目標 実績 

児童発達支援センターの設置数（か所） １ ２ 

保育所等訪問支援の実施体制の構築（構築の有無） 有 有 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、 

放課後等デイサービス事業所（か所） 
各１ 各１ 

医療的ケア児支援の協議の場（設置の有無） 有 有 
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（２）障害福祉サービスの実績 
 

①訪問系サービス（１月当たり） 

サービス名 内容 

居宅介護 
障害支援区分１以上（子どもはこれに相当する心身の状態）の人に、自宅で入

浴・排泄・食事等の介護を行います。 

重度訪問介護 

障害支援区分４以上であって、二肢以上の麻痺等の重度の障害があるなど、常

に介護が必要な人に、自宅で身体介護や家事援助、外出時の移動の支援を行い

ます。 

同行援護 

視覚障害により、移動・外出に著しい困難を有する人に同行し、移動に必要な

情報の提供や移動の援護、その他外出する際の必要な援助を行います。身体介

護を伴う場合は、障害支援区分２以上の人等が対象となります。 

行動援護 

障害支援区分３以上（子どもはこれに相当する心身の状態）であって、知的ま

たは精神の障害により行動が困難で、常に介護が必要な人に、行動や外出時の

危険回避や排泄・食事・移動中の介護を行います。 

重度障害者等包括

支援 

障害支援区分６（子どもはこれに相当する心身の状態）であって、意思疎通困

難や四肢麻痺で寝たきり（気管切開・人工呼吸器使用者または最重度知的障害

者）等、常に介護が必要な人の中でも、特にその介護の必要性が高い場合に、

居宅介護やその他複数の障害福祉サービスを包括的に提供します。 

訪問系サービスについてみると、利用時間は計画値を下回っていますが、利用人数はほぼ計

画通りで推移しています。 

単位：上段 時間、下段 人（実利用人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

703 541 749 507 799 532 

45 42 48 46 51 46 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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②日中活動系サービス（１月当たり） 

サービス名 内容 

生活介護 

障害支援区分３以上（50 歳以上は障害支援区分２以上）で常に介護が必要な

人に、入浴、排泄、食事の介護等を行うとともに、創作的活動または生産活動

の機会提供等の支援を行います。 

自立訓練 

（機能訓練） 

入所施設・病院を退所・退院した人であって、地域生活への移行等を図るうえ

で、身体的リハビリテーションの継続や身体機能の維持・回復等の支援が必要

な人、また、特別支援学校を卒業し、地域生活を営むうえで、身体機能の維持・

回復等の支援が必要な身体障害のある人に対し、自立した日常生活または社会

生活ができるよう、身体機能の向上のために必要な訓練等の支援を行います。 

自立訓練 

（生活訓練） 

入所施設・病院を退所・退院した人であって、地域生活への移行等を図るうえ

で、生活能力の維持・向上等の支援が必要な人、また、特別支援学校を卒業し、

継続した通院により、症状が安定している知的障害、精神障害のある人に対し、

自立した日常生活または社会生活ができるよう、生活能力の向上のために必要

な訓練等の支援を行います。 

就労移行支援 

65 歳未満の就労等を希望する人に、一定期間における生産活動、求職活動や

職場体験等の機会の提供及び就労に必要な知識や能力の向上のための訓練を

行い、一般就労への支援を行います。 

就労継続支援 

（Ａ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難であり、雇用契約に基づく就労が可能で

ある人に対し、雇用契約の締結等による就労の機会の提供及び生産活動の機会

の提供を行うとともに、その他就労に必要な知識及び能力の向上のために必要

な訓練等の支援を行います。 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難であり、雇用契約に基づく就労が困難で

ある人に対し、就労の機会の提供及び生産活動の機会の提供を行うとともに、

その他就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等の支援を行い

ます。 

就労定着支援 
就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支

援を行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、

介護及び日常生活の世話等の支援を行います。 

短期入所（福祉型） 

居宅で介護を行う人の疾病等の理由により、必要な介護を受けることができな

いため、障害者支援施設に短期間入所する必要がある障害のある人に、入浴、

排泄、食事の介護等の必要な支援を行います。 

短期入所（医療型） 

居宅で介護を行う人の疾病等の理由により、必要な介護を受けることができな

いため、病院、診療所、介護老人保健施設に短期間入所する必要がある障害の

ある人に、入浴、排泄、食事の介護等の必要な支援を行います。 
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年度によって利用実績にばらつきはみられますが、生活介護については平成 30 年度・令和元

年度ともに実績値が計画値を上回っています。就労継続支援（Ａ型）については平成 30 年度・

令和元年度ともに実績値が計画値を下回っています。 

単位：上段 人日（利用人数×利用日数）分、下段 人（実利用人数）
就労定着支援、療養介護については、人（実利用人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

生活介護 
875 900 907 910 917 908 

46 51 47 51 48 50 

自立訓練（機能訓練） 
20 14 20 28 20 1 

1 2 1 3 1 1 

自立訓練（生活訓練） 
65 31 65 8 65 29 

3 4 3 1 3 2 

就労移行支援 
40 26 40 19 59 31 

2 5 2 1 3 2 

就労継続支援（Ａ型） 
365 289 387 234 408 116 

17 14 18 11 19 6 

就労継続支援（Ｂ型） 
1,086 1,042 1,161 1,205 1,236 1,324 

58 59 62 64 66 73 

就労定着支援 0 0 1 0 1 0 

療養介護 8 7 8 7 9 7 

短期入所（福祉型） 
95 101 103 90 111 77 

6 9 6 9 7 6 

短期入所（医療型） 
27 21 27 16 27 7 

4 5 4 4 4 1 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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③居住系サービス（１月当たり） 

サービス名 内容 

自立生活援助 

施設入所支援や共同生活援助（グループホーム）を利用していた人を対象とし

て、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相談・助

言等を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 
夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排泄、食事の介護等を行います。 

施設入所支援 
障害者支援施設に入所している人に、夜間や休日、入浴、排泄、食事の介護等

を行います。 

共同生活援助、施設入所支援については、実績値が計画値を上回っており、自立生活援助に

ついては、利用実績はありませんでした。 

 単位：人（実利用人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

自立生活援助 0 0 1 0 1 0 

共同生活援助（グループホーム） 30 31 31 36 32 35 

施設入所支援 17 21 16 23 16 19 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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④相談支援（１月当たり） 

サービス名 内容 

計画相談支援 
障害のある人の課題の解決や適切なサービス利用のため、サービス等利用計画

の作成、一定期間ごとに計画内容の見直し等を行います。 

地域移行支援 

障害者支援施設や精神科病院に入所・入院している障害のある人に、地域移行

支援計画の作成、相談による不安解消、外出時の同行支援、住居確保、関係機

関との調整等を行います。 

地域定着支援 
居宅において単身で生活している障害のある人等を対象に、常時の連絡体制を

確保し、緊急時には必要な支援を行います。 

計画相談支援については、実績値が計画値を上回っており、地域移行支援、地域定着支援に

ついては、ほぼ見込み通りとなっています。 

 単位：人（実利用人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

計画相談支援 14 16 15 18 16 15 

地域移行支援 1 1 1 1 1 0 

地域定着支援 1 1 1 0 1 0 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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⑤障害児福祉サービス（１月当たり） 

サービス名 内容 

児童発達支援 
障害のある子どもに、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活の適応訓練等を行います。 

放課後等 

デイサービス 

就学児を対象に、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上のた

めの訓練等を継続的に実施し、放課後等の居場所の提供等の支援を行います。 

保育所等訪問 

支援 

保育所等を利用中の障害のある子どもが支援を必要とする場合、その本人及び

保育所等のスタッフに対し、集団生活に適応するための訓練や支援方法の指導

等の支援を行います。 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重症心身障害児等の重度の障害のある子ども等であって、外出することが著し

く困難な障害のある子どもの居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の

指導、知識技能の付与等の支援を行います。 

医療型 

児童発達支援 

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活の適応訓練

等に加え、治療を行います。 

障害児相談支援 

サービスを利用する子どもに、支給決定または支給決定の変更前に障害児支援

利用計画案を作成するとともに、一定の期間ごとにサービス等の利用状況のモ

ニタリングを行います。 

医療的ケア児に対す

る関連分野の支援を

調整するコーディネ

ーターの配置 

医療技術の進歩等を背景として増加する医療的ケアが必要な障害のある子ど

も（医療的ケア児）が必要な支援を円滑に受けることができるよう、保健、医

療、福祉等の関連分野間の連絡調整を行うための体制を整備します。 
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児童発達支援については、減少傾向となっており、令和元年度以降実績値が計画値を下回っ

ています。放課後等デイサービスについては、増加傾向となっており、令和元年度以降利用人

数が計画値を上回っています。 

 

単位：上段 人日（利用人数×利用日数）分、下段 人（実利用人数） 

障害児相談支援については、人（実利用人数） 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置については、人（配置数） 

サービス名 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

児童発達支援 
910 843 942 698 973 765 

87 94 90 76 93 61 

放課後等デイサービス 
620 493 651 639 682 668 

40 37 42 45 44 51 

保育所等訪問支援 
2 0 3 12 4 1 

2 0 3 2 4 1 

居宅訪問型児童発達支援 
0 0 4 0 4 0 

0 0 1 0 1 0 

医療型児童発達支援 
0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

障害児相談支援 7 6 8 7 9 11 

医療的ケア児に対する関連分

野の支援を調整するコーディ

ネーターの配置 

0 0 0 0 1 0 

※令和２年度は４月から６月までの実績をもとに見込みを算出。 
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（３）地域生活支援事業（必須事業）の実績 
 

地域生活支援事業（必須事業）の実績は以下の通りです。 

 

①理解促進研修・啓発事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

理解促進研修・ 

啓発事業 

地域住民等に対し、障害のある人に対する理解を深めるための研修会やイベ

ントの開催、啓発活動等を行います。 

単位：実施の有無 

サービス名 
平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

理解促進研修・啓発事業 有 有 有 有 有 有 

 

 

②自発的活動支援事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

自発的活動支援 

事業 

障害のある人やその家族、地域住民等が地域において自発的に行う活動（ピ

アサポート、災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動等）を支援します。 

単位：実施の有無 

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

自発的活動支援事業 有 無 有 無 有 無 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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③相談支援事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

障害者相談支援事業 

障害のある人やその保護者、介護者等からの相談に応じ、必要な情報の提供

や権利擁護のための援助を行うとともに、福祉施設や病院から地域への移行

支援や地域における生活を支援します。 

基幹相談支援センター 
地域における相談支援の中核的な機関として、総合的な相談支援のほか、地

域移行の促進、虐待防止等の取り組みを行います。 

基幹相談支援センタ

ー等機能強化事業 

専門職員を基幹相談支援センターに配置し、相談支援事業者への指導や地域

移行の促進等の取り組みを行い、相談支援機能の強化を図ります。 

住宅入居等支援事業 
保証人がいない等の理由で賃貸住宅への入居が困難な障害のある人に対し、

必要な調整や、家主への相談・助言等を行います。 

単位：実施の有無 

障害者相談支援事業については、か所（実施事業所数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

障害者相談支援事業 2 2 2 2 2 2 

基幹相談支援センター 有 有 有 有 有 有 

基幹相談支援センター等機能 

強化事業 
有 有 有 有 有 有 

住宅入居等支援事業 無 無 無 無 無 無 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 

 

④成年後見制度利用支援事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

成年後見制度利用支

援事業 

成年後見制度の利用が困難な障害のある人に、成年後見制度の利用について

必要となる経費のすべてまたは一部についての補助を行います。 

 単位：件（利用件数） 

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

成年後見制度利用支援事業 1 0 2 0 2 1 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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⑤成年後見制度法人後見支援事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

成年後見制度 

法人後見支援事業 

成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施団体に対する研

修、安定的な実施のための組織体制の構築、専門職による支援体制の構築等を

行います。 

 単位：実施の有無 

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

成年後見制度法人後見支援事業 有 無 有 無 有 無 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 

 

⑥意思疎通支援事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

意思疎通支援事業 

聴覚や音声・言語機能に障害のある人、または聴覚や音声・言語機能に障害の

ある人とコミュニケーションをとる必要のある人に対して、手話通訳者や要約

筆記者を派遣し、コミュニケーションの支援による社会参加の促進を図りま

す。 

また、聴覚や音声・言語機能に障害のある人とのコミュニケーションをとるた

め、手話通訳者を役場の窓口に設置し、相談や情報提供の支援を行います。 

単位：手話通訳者・要約筆記者派遣事業 件（利用件数）

手話通訳者設置事業 人（設置人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

手話通訳者・要約筆記者派遣事業 28 16 30 16 32 4 

手話通訳者設置事業 0 0 0 0 0 0 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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⑦日常生活用具給付等事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

日常生活用具 

給付等事業 

特殊寝台やストーマ装具等の日常生活用具の給付や貸与により、在宅の重度の

障害のある人の家庭における生活の不便を解消し、自立の促進と家族の介護負

担の軽減を促進します。 

 
介護・訓練支援 

用具 

特殊寝台や特殊マット等の障害のある人の身体介護を支援する用具、並びに障

害のある子どもが訓練に用いるいす等のうち、障害のある人及び介助者が容易

に使用できるもの。 

 
自立生活支援 

用具 

入浴補助用具、聴覚障害者用屋内信号装置、その他の入浴、食事、移動等の自

立生活を支援する用具のうち、障害のある人が容易に使用することができるも

の。 

 
在宅療養等支援

用具 

電気式たん吸引器、盲人用体温計、その他の在宅療養等を支援する用具のうち、

障害のある人が容易に使用することができるもの。 

 
情報・意思疎通 

支援用具 

点字器、人工喉頭、その他の情報収集、情報伝達、意思疎通等を支援する用具

のうち、障害のある人が容易に使用することができるもの。 

 
排泄管理支援 

用具 

ストーマ装具、その他の排泄管理を支援する用具、並びに衛生用品のうち、障

害のある人等が容易に使用することができるもの。 

 

居宅生活動作 

補助用具 

（住宅改修費） 

障害のある人の居宅生活動作等を円滑にする用具のうち、設置に小規模な住宅

改修を伴うもの。 

 単位：件（利用件数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

介護・訓練支援用具 2 2 2 1 3 6 

自立生活支援用具 3 4 4 4 5 8 

在宅療養等支援用具 3 3 4 2 5 8 

情報・意思疎通支援用具 3 3 3 1 4 2 

排泄管理支援用具 618 645 620 637 630 700 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
2 4 2 1 2 0 

合計 631 661 635 646 649 724 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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⑧手話奉仕員養成研修事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

手話奉仕員養成研

修事業 

聴覚に障害のある人の自立した日常生活または社会生活を営むため、市町村の

広報活動等の支援者として期待される手話奉仕員（日常会話程度の手話表現技

術を取得した者）の養成研修を行います。 

 単位：人（養成人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

手話奉仕員養成研修事業 0 0 1 0 1 0 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 

 

⑨移動支援事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

移動支援事業 屋外での移動が困難な障害のある人に、外出のための支援を行います。 

単位：上段 時間、下段 人（実利用人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

移動支援事業 
2,460 1,909 2,542 1,606 2,706 1,095 

30 28 31 27 33 11 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 

 

⑩地域活動支援センター事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

地域活動支援センタ

ー事業 

在宅の障害のある人が通い、創作的活動または生産活動の機会の提供を受け、

社会との交流等を行います。 

 

単位：上段 か所、下段 人（実利用人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

地域活動支援センター事業 
2 2 2 2 2 2 

13 14 14 14 15 12 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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（４）地域生活支援事業（任意事業）の実績 
 

地域生活支援事業（任意事業）の実績は以下の通りです。 

 

①日中一時支援事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

日中一時支援事業 
活動場所が必要な障害のある人等に、活動の場を提供し、社会に適応するため

の日常的な訓練を行います。 

 単位：人（実利用人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

日中一時支援事業 27 27 28 29 30 14 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 

 

②更生訓練費給付事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

更生訓練費給付事業 
就労移行支援事業または自立訓練事業を利用している人に、更生訓練費を支給

することで社会復帰の促進を図ります。 

 単位：回（利用回数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

更生訓練費給付事業 1 0 1 0 1 0 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 

 

③知的障害者職親委託制度事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

知的障害者職親 

委託制度事業 

知的障害のある人を一定期間職親に預け、生活指導及び技能習得訓練等を行う

ことにより、就職に必要な素地を与えるとともに雇用の促進と職場における定

着性を高め、福祉の向上を図ります。 

 単位：人（実利用人数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

知的障害者職親委託制度事業 1 1 1 0 1 0 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 
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④身体障害者自動車改造助成金交付事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

身体障害者自動車 

改造助成金交付事業 

身体障害のある人が就労、通学及び通院に伴い自動車の運転を必要とする場合

に、その自動車の改造に要する経費を助成することにより、身体障害のある人

の社会参加の促進を図ります。 

 単位：回（利用回数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

身体障害者自動車改造助成金 

交付事業 
1 0 1 0 1 1 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 

 

⑤身体障害者自動車操作訓練事業（１年当たり） 

サービス名 内容 

身体障害者自動車操

作訓練事業 

身体障害のある人の就労等社会活動への参加を促進するため、自動車の運転免

許の取得に要する費用の一部を助成します。 

 単位：回（利用回数）

サービス名 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 
実績※ 

（見込み）

身体障害者自動車操作訓練事業 1 0 1 1 1 0 

※令和２年度は４月から９月までの実績をもとに見込みを算出。 

 

⑥障害者虐待防止対策支援（１年当たり） 

サービス名 内容 

障害者虐待防止 

対策支援 

障害者虐待の未然防止、早期発見、迅速な対応、その後の障害のある人及び養

護者への適切な支援を行うため、障害者虐待防止センターをやすらぎ福祉課に

設置し、障害者虐待防止に対する普及・啓発、関係機関の協力体制の整備や支

援体制の強化を図ります。 

 単位：実施の有無 

サービス名 
平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

障害者虐待防止対策支援 有 有 有 有 有 有 
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３ 各種調査結果からみる現状と課題 

本計画の策定にあたっては、以下の調査を実施するとともに、これまでの本町の取り組みを検証し、

課題と今後の方向性を整理しました。 

 

◇福祉に関するアンケート調査 

町内にお住まいの障害のある人の生活や福祉サービスの利用状況などを把握するため、アンケ

ート調査を実施しました。 

 

調査対象者 町内在住の障害者手帳所持者から650人を無作為抽出 

調査期間 令和２年９月１日～９月15日 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

回収結果 408件 有効回収率62.8％ 

 

 

◇団体・事業所ヒアリング調査 

関係団体や事業所からみた本町の現状・課題の把握、今後の方向性等の検討に向けた基礎資料

とするため、団体・事業所ヒアリング調査を実施しました。 

 

調査対象 
団体調査：町内で活動している関係団体 

事業所調査：町内の障害のある人が利用している事業所 

調査期間 令和２年９月10日～９月24日 

調査方法 ヒアリングシートによる記入方式 

回収結果 
団体調査：２件（配布数：２件） 

事業所調査：21件（配布数：22件） 
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課題１ 障害に対する理解促進 

◆現状・調査結果 

障害福祉の動向 

○平成28年に「障害者差別解消法」が施行され、障害のある人に対する不当

な差別的取り扱いの禁止に加えて、合理的配慮の提供が行政機関には法的

義務、民間事業者には努力義務として位置づけられた。 

○令和元年に「読書バリアフリー法」が施行され、視覚障害のある人等の読

書環境について、計画的な整備の推進が示された。 

アンケート調査結果 

○日常生活において、差別や偏見を「感じる」と回答した割合は前回調査時

よりも少なくなっているが、手帳種類別にみると、療育や精神で「感じる」

が４割台となっている。 

 ＜アンケート調査結果＞ 

 

 

 

 

 

○差別や偏見を感じる場面として、「人間関係」が最も高く、次いで「街の中

での視線」「店などでの応対・態度」となっている。 

団体・事業所 

ヒアリング調査結果 

○偏見や差別の解消に向けた研修会等を開催してほしい。 

○障害のある人の自立した生活に向けて、地域住民への啓発活動、交流会等

が必要。 

○学校等において、障害に対する理解促進等の教育が必要。 

庁内検証結果 

○広報紙に障害に関する特集を掲載したり、手話講習会を開催したりするな

ど、障害に対する理解促進を図った。 

○「やすらぎふれあいフェスタ」や「ふれあいキャンプ」を開催し、地域と

の交流、理解促進を図るとともに、関係機関と連携し、学校における福祉

施設の訪問や障害者疑似体験等を実施するなど福祉教育を推進した。 

○町ホームページの改修に際し、アクセシビリティに配慮した設計とした。 

 

 

 

 

  

障害に対する理解がまだ不十分であることから、引き続き障害に対する理解促進、障害のある

人との交流機会の充実を図っていく必要があります。また、障害への理解促進とともに、障害の

特性に応じた情報提供の充実や情報アクセシビリティの向上に取り組むことが必要です。 

 今回調査 前回調査（Ｈ26） 

感じる 23.3％ 28.8％ 

感じない 66.5％ 57.7％ 

※感じる：「よく感じる」と「ときどき感じる」の合計。 

 感じない：「ほとんど感じない」と「まったく感じない」の合計。 
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課題２ 地域での生活を支える支援体制の確保 

◆現状・調査結果 

障害福祉の動向 

○平成28年に「成年後見制度利用促進法」が施行され、制度の利用促進が図

られるとともに、地方公共団体に成年後見制度利用促進計画の策定が努力

義務として位置づけられた。 

○平成30年に「障害者総合支援法」「児童福祉法」が改正され、多様なニーズ

や障害のある人が自身の望む地域での生活を支援するため、新たなサービ

スが創設された。 

アンケート調査結果 

○住み慣れた地域で生活するために必要な支援として、自宅で安心して医師

の診察が受けられること、在宅サービスが適切に利用できることが高くな

っている。 

○主な介助者の年齢は、60歳以上が５割を超えている。 

○今後のサービス利用意向は、「居宅介護」が最も高く、次いで「短期入所（シ

ョートステイ）」となっている。 

○誰もが安心して暮らせるまちづくりのために必要なことについては、「保

健・医療・福祉サービスの充実」や「相談体制の充実」が高くなっている。 

○成年後見制度の認知度は前回調査時と大きな変化はない。 

 ＜アンケート調査結果＞ 

 

 

 

団体・事業所 

ヒアリング調査結果 

○緊急時における受け入れ体制のさらなる整備が必要。 

○地域生活拠点等の整備の推進が必要。 

○障害のある子どもや発達に遅れ、つまずきのある子どもとその保護者を支

援するための社会資源の整備が必要。 

○生まれ育った地域で過ごせるようなサービスが整備されるとよい。 

○ギャンブル等の依存症、自殺対策を含む精神保健に関する取り組みの充実

（普及・啓発等）が必要。 

○発達障害や強度行動障害、依存症等の専門的な知識・支援力の底上げが必要。 

○福祉人材の確保・育成が課題。 

庁内検証結果 

○基幹相談支援センターが設置されたことで相談支援体制の充実が図られ

た。また、家庭支援総合センターや子育て世代包括支援センター、地域包

括支援センター等の関係機関と連携し、切れ目のない支援を推進した。 

○保健・医療については、保健所や事業所と連携し、地域（在宅）における

支援を図った。 

 

 

 

 

  

 今回調査 前回調査（Ｈ26） 

知っている 23.0％ 22.1％ 

※知っている：「よく知っている」と「多少は知っている」の合計。 

障害のある人の地域移行、地域生活の継続に向けて、相談支援体制の整備やサービス提供体制

の確保、保健・医療体制の整備が必要です。サービスの提供にあたっては、圏域にないサービス

提供体制や人材の確保に加えて、専門性の高いニーズへの対応も課題であり、人材の育成に向け

た取り組みが必要です。 

また、障害のある子どもや発達に課題がある子どもについて、関係機関との連携により、低年

齢時からの切れ目のない支援体制の構築を引き続き図ることが必要です。 
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課題３ 就労支援の充実・社会参加の促進 

◆現状・調査結果 

障害福祉の動向 

○平成28年に「障害者雇用促進法」が改正され、雇用分野における障害のあ

る人に対する差別の禁止、障害のある人が職場で働く際の合理的配慮の提

供義務が規定された。また、令和元年の改正では、地方公共団体に障害者

活躍推進計画の策定義務が示された。 

○平成 30 年に「障害者文化芸術推進法」が施行され、障害のある人による文

化芸術の鑑賞及び創造の機会の拡大、文化芸術の作品等の発表の機会の確

保、文化芸術活動を通じた交流の促進等が示された。 

○法定雇用率については、平成30年に水準が引き上げられるとともに、精神

障害のある人が障害者雇用義務の対象に加わった。 

アンケート調査結果 

○安心して働ける環境づくりのために必要なこととして、企業の障害者雇用へ

の理解、上司や同僚の障害への理解や、通勤手段の確保が高くなっている。 

○今後のサービス利用意向は、療育で「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」、精神

で「就労定着支援」が最も高くなっている。 

団体・事業所 

ヒアリング調査結果 

○障害の特性に応じた就労の場の確保が必要。山間部等で交通手段がないこ

とが就労に影響しているケースもある。 

○積極的な優先調達等を依頼したい。 

○「障害のある人が作ったから」ではなく、売れる物を作るための指導・協

力がほしい。 

庁内検証結果 

○圏域において、就労継続支援事業所は増加しているが、就労移行支援事業

所が圏域内にないことが課題。 

○就労支援について、民間企業との連携がとれていないため、今後どのよう

に連携していくか協議が必要。 

○「やすらぎふれあいフェスタ」を通じて圏域事業所利用者による作品展示

等を行い、障害のある人の文化芸術活動の推進を図った。 

○身体障害者福祉連盟において、フライングディスク講習会が開催されるな

ど、障害の有無に関わらず誰もが楽しめるスポーツ活動の推進を図った。 

 

 

 

 

  

障害のある人の就労促進に向けて、障害のある人が障害の特性やそれぞれの適性に応じた仕事

に就くことができ、継続して就労できるような支援体制の構築が必要です。また、経済的自立に

向けた工賃向上のための販路拡大等の取り組みも必要です。 

文化芸術活動、スポーツ活動、余暇活動等において、障害の有無に関わらず参加できるような

場や気軽に参加できる環境づくりが必要です。また、各活動を通した地域等との交流機会の拡充

を図ることも必要です。 
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課題４ 安心して暮らせる生活環境の整備 

◆現状・調査結果 

障害福祉の動向 

○近年、全国的に様々な自然災害が発生していることや、南海トラフ地震等

の備えに向けて、引き続き防災・災害対策の推進が必要。 

○平成30年に「ユニバーサル社会実現推進法」が施行され、ユニバーサル社

会の実現に向けた諸政策の策定が示された。 

○国では、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として地域に参画し、

世代や分野を超えて「丸ごと」つながる「地域共生社会」の実現をめざし

ている。 

アンケート調査結果 

○誰もが安心して暮らせるまちづくりのために必要なことについては、「災

害時の避難体制・支援体制の整備」が２番目に高くなっている。 

○災害時に困ることについては、「避難場所まで行けない」が最も高くなって

いるほか、避難所における医療的ケアに関する不安、障害に対応した避難

所の設置なども高くなっている。また、療育では緊急時の情報入手方法や

周囲との意思疎通も高くなっている。 

団体・事業所 

ヒアリング調査結果 

○障害のある人やその家族の高齢化、地域移行の推進により、グループホー

ムの充実に加えて、賃貸等も含めた居住の場の確保が必要。 

○公営住宅への入居支援、地域での自立した生活に向けた家賃補助制度があ

るとよい。 

○清水方面に住んでいる人に対して、サービス利用事業所への送迎を含めた

移動支援が必要。 

○防災に関する研修や災害時要援護者登録制度の広報、対象者の拡充が必要。 

○災害時における障害児者専用の避難所が整備されるとよい。 

庁内検証結果 

○「和歌山県福祉のまちづくり条例」に基づいた設計になるよう、県との連

携を図りながら、施設の新築、改修等に際して協議・指導等を行った。 

○地域における居住の場の確保として、圏域でのグループホームの整備や居

住支援法人との連携が必要。 

○災害対策について、地域と連携して最新の要援護者の情報を共有するとと

もに、個別計画が必要な人に対しては支援計画を立てるなど、災害時の支

援体制づくりに努めた。 

 

 

 

 

  

地域で安心して暮らしていくために、障害のある人の福祉施設からの地域移行を見据えた住ま

いの場の確保・整備や移動支援の充実が必要です。 

また、安心して暮らせるまちづくりのために、多くの人が災害時の避難体制・支援体制の整備

が必要と考えており、避難所生活に対しても様々な不安を抱えていることがうかがえることか

ら、災害支援体制のさらなる整備や、日頃からの地域の支え合いの推進が必要です。 
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健やかで安らぎ、心豊かなまち 

ありだがわ 

第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

 障害者基本法第１条には、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有

するかけがえのない個人として尊重される」と規定されており、すべての国民が障害の有無によ

って分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会をめざしてい

くことが求められています。 

本町においても、人口の減少や高齢化の進行、療育手帳所持者や精神障害者保健福祉手帳所持

者の増加、支援の必要な子どもの増加等、障害のある人を取り巻く環境は変化しており、より一

層の福祉の充実が求められています。 

障害のある人が、必要な支援を受けながら、自らの意思に基づき社会のあらゆる活動に参加す

ることができる環境づくりを進めるとともに、各々の個性が尊重され、誰もが自らの能力を活か

して自己実現を図り、地域で安心して暮らしていくことのできる社会を築いていくことが必要で

す。 

本計画では、このような社会の実現に向け、障害のある人の社会的障壁を除去し、地域全体の

理解・協力のもとで、一人ひとりの状況に応じて地域での生活や社会参加に必要な支援を受ける

ことができるよう、前回計画の基本理念を継承し、「健やかで安らぎ、心豊かなまち ありだがわ」

をめざしていきます。 

 

【基本理念】 
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２ 基本原則 

（１）地域社会における共生等 

共生社会の実現のためには、障害の有無に関わらず、同じ人権を持つ人として認められ、人間

らしく暮らし、生きる権利があることが重要です。本町においては、障害者基本法第３条に基づ

き、以下のことをめざします。 

①障害のある人みんなが、社会の一員として、社会、経済、文化等すべての分野の活動に参加で

きるようにします。 

②障害のある人みんなが、どこで誰と生活するのかを自分で選択し、地域社会において他の人々

と共生できるようにします。また、それを妨げられることのないようにします。 

③障害のある人みんなが、手話等の言葉や、点字、指点字、触手話、要約筆記、筆談、分かりや

すい言葉等、必要なコミュニケーションの方法を選択することができるようにします。また、

情報を手に入れ、利用する方法を選択できるようにします。 

 

（２）差別の禁止 

本町では、障害者基本法第４条に基づき、以下のように啓発し、差別をなくすこと、差別をす

ることのないように努めていきます。 

①障害のある人を障害を理由に差別し、その人の権利を認めないということを禁止します。 

②障害のある人の能力や活動を制限し、社会への参加を制約している社会的障壁の除去について、

合理的な配慮がされるよう推進します。 
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３ 各分野に共通する視点 

（１）自己決定の尊重と意思決定支援 
 

障害のある人は、自らの意思に基づき社会に参加する主体であり、障害者施策の策定及び実施

にあたっては、障害のある人の家族も含めて意見を聴き、その意見を尊重することが必要です。

また、障害のある人が適切に意思決定を行い、その意思を表明することができるよう支援に努め、

意思疎通のための手段を選択する機会の提供に努めます。 

 

（２）当事者本位の総合的な支援 
 

障害のある人が日常生活または社会生活で直面する困難に着目し、自立と社会参加の支援とい

う観点に立って障害者施策が推進される必要があることを踏まえ、障害のある人が生涯を通じて

切れ目のない適切な支援を受けられるよう、保健、医療、福祉、教育、雇用等の各分野の関係機

関が連携して支援します。 

 

（３）障害特性等に配慮した支援 
 

障害者施策は、性別、年齢、障害の状態、生活の実態に応じた支援の必要性を踏まえて策定及

び実施する必要があります。発達障害、難病、高次脳機能障害といった外見から分かりにくい障

害については、住民の理解の促進を図り、障害のある人が地域において、自立した生活を送れる

よう支援の充実を図ります。 

 

（４）アクセシビリティの向上 
 

障害の有無に関わらず、すべての住民がその能力を最大限に発揮しながら安心して生活できる

ようにするため、障害のある人の活動を制限し、社会参加を制約している障壁の除去を進め、社

会のバリアフリー化を促進し、施設・設備、サービス、情報、制度等の利用しやすさ（アクセシ

ビリティ）の向上を図ります。 

 

（５）就労の支援 
 

障害のある人が地域で自立した生活を送るためには就労が必要であり、その適性に応じた能力

を発揮することができるよう、福祉、教育、労働の各分野の連携を強化し、総合的な施策の推進

に取り組みます。また、就労が困難である人についても、福祉的支援を受けながら就労系事業所

で得た自らの収入と障害年金で自立した生活ができるよう、支援の充実を図ります。 

 

（６）総合的かつ計画的な取り組みの推進 
 

障害のある人が地域や施設で安心して暮らせるよう、必要なときに必要な場所で適切な支援を

受けられるよう、支援体制の整備を進めます。また、効果的かつ効率的に施策を推進する観点か

ら、高齢者施策、医療関係施策、子ども・子育て関係施策等、障害者施策に関係する他の施策、

計画等との整合性を確保し、総合的な施策の展開を図ります。  
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

健やかで安らぎ、心豊かなまち ありだがわ 

基本方針 施策の内容 

第６期障害福祉計画（第５章） 

（１）啓発・広報活動の推進 

（２）障害への理解・交流の促進 

（３）情報バリアフリー化の推進 

（４）情報提供の充実 

１．相互理解の促進 

（１）相談体制の整備 

（２）権利擁護の推進 

（３）保健・医療の充実 

（４）障害のある子どもへの 

切れ目のない支援の充実 

（５）障害福祉サービスの充実 

２．住み慣れた地域で暮らし続 

けるための支援体制の整備 

３．自立した生活・社会参加

に向けた支援 

（１）  

（２）雇用の拡大 

（３）文化芸術活動・スポーツ等の 

振興 

４．安心して暮らせる 

生活環境の整備 

（１）住みよいまちづくりの促進 

（２）住環境の整備 

（３）防災対策の推進 

（４）防犯対策の推進 

（５）地域福祉の推進 

障
害
者
計
画

（第
４
章
） 

第２期障害児福祉計画（第６章） 
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第４章 有田川町障害者計画 

１ 相互理解の促進 

（１）啓発・広報活動の推進 

 
事業・施策 内容 担当課 

各種メディアの活用 

広報紙や町ホームページ、ＳＮＳ等を積極

的に活用し、障害の理解に向けた啓発・広

報に努めます。 

やすらぎ福祉課 

企画調整課 

「障害者週間」等の周知 

「障害者雇用支援月間」（９月）、「障害者週

間」（12 月３日～12 月９日）、「人権週間」

（12 月４日～12 月 10 日）の周知を図りま

す。また、これらの機会を活用し、障害者

用駐車スペース確保の啓発や、「やすらぎ

ふれあいフェスタ」等を開催し、障害への

理解を深めます。 

やすらぎ福祉課 

社会教育課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

広報紙・ホームページ、ＳＮＳ等

を活用した啓発件数 
26 件 29 件 32 件 
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（２）障害への理解・交流の促進 

 

事業・施策 内容 担当課 

学校等における福祉 

教育の推進 

総合的な学習の時間やボランティア活動

等を活用し、障害のある人の生活体験を通

じた障害への理解促進等の福祉教育を推

進します。 

こども教育課 

学校等における交流 

活動の推進 

施設、事業所等の関係機関や団体と連携

し、児童・生徒が福祉施設を訪問するなど

の交流機会を設けます。 

こども教育課 

地域社会における交流

活動の推進 

地域において、障害の有無に関わらず、積

極的に住民同士の交流を深めることがで

きるよう、関係団体と連携しながら、各種

交流活動の推進に努めます。また、交流活

動等を通じた障害に対する理解促進に努

めます。 

やすらぎ福祉課 

講座・講習会、各種福祉

関連イベントの開催 

障害に関する理解を深めるための講座・講

習会や、障害の有無に関わらず様々な人が

参加・交流できるイベントの開催及び開催

支援を行います。 

やすらぎ福祉課 

指導者の育成支援 

文化芸術活動、スポーツ等、各種交流活動

に関する経験や専門知識を持った指導員

の育成に努めます。 

やすらぎ福祉課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

やすらぎふれあいフェスタの参

加者数 

来館者数： 

1,014 人 

講演会参加者数： 

42 人 

来館者数： 

1,116 人 

講演会参加者数： 

50 人 

来館者数： 

1,217 人 

講演会参加者数： 

60 人 

手話講習会の実施回数 69 回 69 回 69 回 

障害に関する福祉学習を実施し

ている学校数 
13 校 12 校※ 12 校 

※西ケ峯小学校の休校のため１校減で目標値を設定。 
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（３）情報バリアフリー化の推進 

 

事業・施策 内容 担当課 

障害の特性に配慮した

情報伝達手段の充実 

活字文章読み上げ装置の設置や手話通訳

者、要約筆記奉仕員の派遣、ヒアリングル

ープの貸出し等、障害に配慮した情報提供

や情報伝達手段の充実に努めます。 

やすらぎ福祉課 

読書環境の整備の推進 

町内の図書館において、点字図書や音声読

み上げ対応の電子書籍、オーディオブック

等を充実させ、視覚障害のある人等の読書

環境の整備に努めます。 

社会教育課 

各種福祉奉仕員の養成

支援 

視覚や聴覚に障害のある人の活動を支え

る幅広い人材の確保を図るため、ガイドヘ

ルパーや手話通訳、要約筆記等を行う各種

福祉奉仕員の育成に努めます。 

やすらぎ福祉課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

手話通訳者・要約筆記者派遣事

業の実利用人数（利用団体数） 

個人：2 人 

団体：4 団体 

個人：3 人 

団体：5 団体 

個人：4 人 

団体：5 団体 

電子図書館の蔵書冊数 

（タイトル数） 
2,553 件 2,750 件 2,900 件 
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（４）情報提供の充実 

 

事業・施策 内容 担当課 

障害福祉サービス等の

情報提供の充実 

広報紙や町ホームページ、ＳＮＳ等を活用

し、障害福祉に関する制度や障害福祉サー

ビスの周知を図ります。 

やすらぎ福祉課 

企画調整課 

窓口及び団体・事業所等

での情報提供体制づく

り 

障害児者サポートブックの配布や障害者

手帳交付時、各種手続き申請時を利用し、

情報提供を行います。また、事業所や団体、

医療機関等、障害のある人の身近な場所に

パンフレットを配置するなど様々な機会

において情報の提供に努めます。 

やすらぎ福祉課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

障害児者サポートブックの配布

件数 
180 件 200 件 220 件 
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２ 住み慣れた地域で暮らし続けるための支援体制の整備 

（１）相談体制の整備 

 

事業・施策 内容 担当課 

相談窓口の充実 

担当課における相談対応の充実に努める

とともに、庁内各関係分野や家庭支援総合

センター、子育て世代包括支援センター、

地域包括支援センターと連携し、相談窓口

の充実に努めます。 

各課 

手話講習会・研修会等への職員の参加促進

を図り、障害の特性に応じた窓口対応の充

実に努めます。 
やすらぎ福祉課 

委託している相談事業については、夜間や

休日対応が実施されており、引き続き安心

できる相談体制の充実に努めます。 

相談支援の充実 

基幹相談支援センターを中心とした各相

談機関の連携による相談支援体制の強化・

充実に努めます。 

やすらぎ福祉課 

地域における相談活動

の充実 

身体障害者・知的障害者相談員や相談支援

事業所の相談員、民生委員・児童委員等に

必要な情報の提供を行うとともに情報交

換の場を設け、地域での相談機能の強化を

図ります。 

やすらぎ福祉課 

民生委員・児童委員等の地域の身近な相談

先の周知を行います。 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

手話講習会への職員の参加人数 7 人 7 人 7 人 

基幹相談支援センターにおける

相談件数 
217 件 240 件 270 件 
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（２）権利擁護の推進 

 

事業・施策 内容 担当課 

虐待の防止 

関係団体・関係機関からなるネットワーク

を活用し、障害のある人や子どもに対する

虐待の防止に努めます。虐待が発生した場

合には、迅速かつ適切な対応を行うととも

に、再発防止に向けた課題の共有、改善に

取り組みます。 

やすらぎ福祉課 

健康推進課 

（家庭支援総合セ 

ンター） 
障害のある人や子どもに対する虐待の早

期発見に向けて、住民に相談窓口の周知を

行います。 

権利擁護の推進 

福祉サービス利用援助事業を実施してい

る社会福祉協議会や、相談支援事業者等の

関係機関と連携し、支援を必要とする人に

サービスの利用機会が適切に与えられる

よう努めます。 

やすらぎ福祉課 

成年後見制度の普及・ 

利用促進 

判断能力が不十分な知的障害や精神障害

のある人、高齢者の権利を守ることができ

るよう、権利擁護支援の地域連携ネットワ

ークの中核機関を設置し、成年後見制度の

普及・啓発に努め、制度の利用促進を図り

ます。 

やすらぎ福祉課 

長寿支援課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

成年後見制度の利用件数 54 件 60 件 65 件 

障害者虐待防止センターにおけ

る相談受付件数 
3 件 4 件 5 件 
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（３）保健・医療の充実 

 
事業・施策 内容 担当課 

健康づくりの推進 

定期的な健康相談、運動教室の開催や個別

保健指導により、健康管理に関する情報提

供を行い、障害につながる生活習慣病の予

防や改善の機会提供に努めます。 

健康推進課 

健康診査の充実 

国民健康保険加入者を対象として、特定健

康診査、特定保健指導を実施します。 

また、がん検診と特定健康診査のセット健

診や生活スタイルに合わせた受診体制の

整備、健診後のフォロー体制の充実に努め

ます。 

健康推進課 

医療・リハビリ体制の 

充実 

有田医師会、有田歯科医師会と連携し、住

民が必要なときに適切な治療を受けるこ

とができるよう、診療機能の向上を働きか

けます。 
健康推進課 

医療機関等と連携し、医学的なリハビリテ

ーション基盤の充実に努めます。 

医療的ケアを必要とする人や重度の心身

障害のある人に対する支援体制の整備を

図ります。 

やすらぎ福祉課 

健康推進課 

難病患者への支援 

湯浅保健所や相談支援事業者等と連携し、

難病患者とその家族の療養上の不安や介

護負担の軽減、適切な在宅支援に向けた保

健・医療・福祉の連携による地域ケア体制

の充実に努めます。 

やすらぎ福祉課 

健康推進課 

発達障害のある人への

支援 

各関係機関が連携し、ライフステージに応

じた切れ目のない支援体制の充実に努め

ます。 

やすらぎ福祉課 

健康推進課 

医療的ケアを 

必要とする人への支援 

医療的ケアを必要とする人の支援体制の

充実を図るとともに、医療的ケアへの対応

が可能な事業所の確保に努めます。 

やすらぎ福祉課 

健康推進課 
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事業・施策 内容 担当課 

精神保健福祉施策の 

推進 

関係機関と連携し、精神障害のある人や、

その家族に対する相談支援体制の充実、居

場所づくりや家庭訪問等の実施による在

宅支援を図ります。また、アルコール、薬

物、ギャンブル等の依存症対策について、

依存症に対する理解促進や関係団体と連

携した当事者支援を行います。 

健康推進課 

「有田圏域いのち支えあいプラン」に基づ

き、精神疾患等に対する適切な支援の提供

に努めます。 

医療費助成制度の実施 

「障害者総合支援法」による自立支援医療

の給付や、重度心身障害者医療費助成を実

施します。 

やすらぎ福祉課 

住民課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

特定健康診査受診率 36.3％ 40.0％ 45.0％ 

医療的ケアの提供が可能な事業

所数 
1 か所 増加 増加 

自立支援医療（育成医療・更生医

療）給付件数 

育成医療：8 件 

更生医療：96 件 

育成医療：11 件 

更生医療：105 件 

育成医療：14 件 

更生医療：115 件 
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（４）障害のある子どもへの切れ目のない支援の充実 

 

事業・施策 内容 担当課 

障害の早期発見・ 

早期療育 

妊婦・乳幼児健康診査の充実により、障害

の早期発見に努め、疾病及び障害の予防・

軽減を図ります。また、必要な子どもが早

期に療育を受けることができるよう、支援

体制の整備を図ります。 

健康推進課 

相談体制の充実 

保護者の妊娠・出産・育児に関する悩みや

不安を解消し、障害のある子ども一人ひと

りの育ちを支援できるよう、助産師・保健

師及び母子保健推進員による訪問を継続

して実施するとともに、相談窓口の充実や

関係機関の連携強化を図ります。 

やすらぎ福祉課 

健康推進課 

障害のある子どもに 

対する保育の充実 

一人ひとりの特性や状況等に応じて適切

な保育や支援を受けられるよう、関係機関

と連携し、支援体制の充実及び就学に向け

た環境整備に努めます。 

こども教育課 

健康推進課 

学校教育の充実 

一人ひとりが適切な教育を受けられるよ

う、特別支援学級の設置、施設のバリアフ

リー化等、よりよい教育環境の整備に努め

ます。 

こども教育課 

特別支援学級や小・中学校において、特別

な支援を必要とする児童・生徒を担当する

教職員を対象に研修等を開催し、資質向上

を図ります。 

障害の有無に関わらず、児童・生徒同士の

交流を促進し、インクルーシブ教育システ

ムへの理解が深まるよう、特別支援教育の

推進及び啓発を進めます。 

特別支援教育の推進 

教育、医療、福祉、保健、就労の関係機関

の連携を深め、乳幼児期から就労に至るま

で一貫した支援体制の整備を図ります。 

こども教育課 

健康推進課 

特別支援員の配置による個別支援を行い、一

人ひとりの障害に応じた教育的支援の充実

を図るとともに、校内支援体制の充実に努め

ます。 

こども教育課 

就学・進路指導体制の 

充実 

関係機関と連携し、子どもの状況に適した

就学・進路指導を行います。 
こども教育課 
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事業・施策 内容 担当課 

遠距離通所における 

補助制度の活用 

広報紙等を利用し、「有田川町障害児通所

施設遠距離通所補助金交付制度」による補

助の周知を図ります。 

やすらぎ福祉課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

保育所等訪問支援実施人数 2 人 2 人 3 人 

療育相談・そだちの相談件数 251 件 275 件 300 件 

小・中学校における支援学級・支

援学校との交流回数（延べ回数） 
30 回 30 回 30 回 

教職員に対する研修の実施回数 2 回 2 回 2 回 
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（５）障害福祉サービスの充実 

 
事業・施策 内容 担当課 

障害福祉サービスの適

切な給付及び質の向上 

サービス等利用計画・障害児支援利用計画

に基づき、一人ひとりに合った適切なサー

ビス提供を行います。また、事業所と連携

し、サービスの質の向上に努めます。 

やすらぎ福祉課 

地域生活支援事業の 

充実 

障害のある人が地域において自立した生

活ができるよう、移動支援事業や日中一時

支援事業等の地域生活を支援する各種事

業の充実に努めます。 

やすらぎ福祉課 

補装具費の支給 
身体上の障害を補う用具の購入・修理費を

支給します。 
やすらぎ福祉課 

施設・作業所への支援 

施設・作業所への情報提供や授産製品のＰ

Ｒ活動、福祉関連事業に関する人材育成等

の各種支援を図るとともに、事業実施にあ

たっての連携・情報共有体制づくりに努め

ます。 やすらぎ福祉課 

「障害者優先調達推進法」の方針に基づ

き、作業所等の成果物や労働等の役務につ

いて、利用するよう役場内での周知・啓発

に努めます。 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

施設・作業所への支援回数 5 回 7 回 9 回 
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３ 自立した生活・社会参加に向けた支援 

（１）総合的な就労支援施策の推進 

 

事業・施策 内容 担当課 

就労支援体制の充実 

障害者就業・生活支援センター等の関係機

関と連携し、一人ひとりの状況に応じた就

労支援や相談支援を行います。 
やすらぎ福祉課 

特別支援学校等の関係機関によるネット

ワークを形成し、就労前から就労後までの

一貫した就労支援体制づくりに努めます。 

トライアル雇用事業の

活用 

ハローワークや事業所と連携し、障害者試

行雇用事業（トライアル雇用事業）の周知・

活用促進に努めます。 

やすらぎ福祉課 

ジョブコーチ制度の 

活用 

安定的な雇用に向けて、職業適応援助者

（ジョブコーチ）の利用を積極的に推進

し、障害のある人の職場適応への適切な助

言を行います。 

やすらぎ福祉課 

職場への移動・通勤支援 

働く意欲と能力を持った障害のある人が

企業で働けるよう、運転免許証の取得や自

動車改造の費用の助成により、通勤・移動

手段の確保に努めます。 

やすらぎ福祉課 在宅の障害のある人で、２㎞以上の距離を

公共交通機関を利用し、障害者支援施設等

に通所するために要する費用を助成する

「有田川町障害者施設通所交通費助成金

交付制度」を周知し、利用を促進します。 

福祉的就労の充実 

障害のある人一人ひとりが障害の状態や

状況等に応じた就労の場を確保できるよ

う、施設や作業所等との一層の連携強化に

努めます。 
やすらぎ福祉課 

「障害者優先調達推進法」により、施設や

作業所からの物品等の調達を図り、施設や

作業所の工賃向上に向けた取り組みを支

援します。 
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●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

福祉施設から一般就労への移行

者数 
1 人 3 人 3 人 

就労移行支援事業の実利用人数 2 人 3 人 3 人 

 

（２）雇用の拡大 

 

事業・施策 内容 担当課 

民間企業への啓発・雇用

拡大の促進 

障害者雇用率制度や就労を支援する各種

制度の周知、企業への障害に対する理解促

進を図り、障害のある人の雇用拡大をめざ

します。 
やすらぎ福祉課 

ハローワーク、障害者就業・生活支援セン

ター等と連携し、民間企業における就労の

包括的支援及び企業に対する障害者雇用

に関する相談体制の充実を図ります。 

公的機関における雇用

拡大の推進 

「有田川町障害者活躍推進計画」に基づ

き、公的機関における障害のある人の雇用

を推進します。 

総務課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

有田川町役場における障害者雇

用率 
2.03％ 2.60％ 2.60％ 
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（３）文化芸術活動・スポーツ等の振興 

 

事業・施策 内容 担当課 

文化芸術活動の推進 

「やすらぎふれあいフェスタ」での作品展

示や物品販売、舞台発表をはじめ、障害の

ある人や障害のある人々の団体等による、

文化芸術活動を推進します。 やすらぎ福祉課 

障害のある人が講演会等に参加しやすく

なるよう、手話通訳者・要約筆記者の派遣

を行います。 

スポーツ活動の推進 

障害の有無に関わらず誰もが楽しめるス

ポーツ活動の普及を図るとともに、スポー

ツ講習会等を開催し、参加者の拡大に努め

ます。 

やすらぎ福祉課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

やすらぎふれあいフェスタへの

参加事業所数 
14 事業所 15 事業所 16 事業所 

イベント等への手話通訳者・要

約筆記者の派遣件数 
6 件 9 件 12 件 

スポーツ講習会への参加人数 20 人 23 人 26 人 

  



50 

４ 安心して暮らせる生活環境の整備 

（１）住みよいまちづくりの促進 

 

事業・施策 内容 担当課 

ユニバーサルデザイン

の考え方を踏まえたま

ちづくり 

「和歌山県福祉のまちづくり条例」に基づ

き、建築物や公園、道路、住宅等の整備を

行うとともに、公共施設におけるユニバー

サルデザインへの配慮を行います。 

また、住民に対し、ユニバーサルデザイン

の考え方について、普及・啓発を図ります。 

やすらぎ福祉課 

建設課 

こども教育課 

公共施設等の整備・改善 

公共施設等の身体障害者用トイレ、オスト

メイト対応のトイレやエレベーター、スロ

ープ等の設置、改善を推進します。 

また、公共施設及び民間事業所等における

身体障害者用駐車場の確保に努めます。 

やすらぎ福祉課 

道路・交通安全施設の 

整備 

歩道の拡幅や段差、傾斜の解消、白線等の

誘導ラインや点字ブロックの設置等、安全

な歩行空間が確保できるよう、道路施設の

改良に努めます。 

建設課 

移動環境の整備 

路線バスの既設路線について、事業者と協

議を進めながら、コミュニティバスとの調

整を図り、町内全体で交通網の見直しを図

ります。 

企画調整課 

やすらぎ福祉課 

屋外の移動に支障のある障害のある人に

対し、「移動支援事業」を推進するととも

に、福祉タクシー券の給付を行います。 

やすらぎ福祉課 

自動車運転免許取得や自動車改造費の助

成等、移動・交通に係る各種助成制度の周

知を図ります。 

身体に障害のある人が、公共施設等を利用

する際の身体障害者補助犬の普及・啓発に

努めます。 

行政サービスにおける

合理的配慮の提供 

障害を理由として、公的な制度・サービス

の利用が妨げられることのないよう、行政

手続きにおける合理的配慮の提供を行い

ます。 

各課 
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●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

公共施設における身体障害者用

トイレ設置か所数 
16 か所 17 か所 18 か所 

移動支援事業の実利用者数 27 人 27 人 31 人 

 

（２）住環境の整備 

 

事業・施策 内容 担当課 

公営住宅における 

バリアフリー化 

公営住宅のトイレ洋式化を推進します。ま

た、公営住宅の建設・改修時には、高齢者

や障害のある人等に配慮したバリアフリ

ー化を推進します。 

建設課 

住宅改造費助成制度の

周知 

住宅改造の経済的負担を軽減するため、住

宅改造費助成制度の周知と利用促進を図

ります。 

やすらぎ福祉課 

地域における生活場所

の確保へ向けた支援 

障害のある人の住み慣れた地域での暮ら

しの支援、入所施設から地域生活への移行

に向けて、圏域で調整を行いながら、グル

ープホーム等の整備や民間賃貸住宅、空き

家の活用等、地域における居住の場の確保

に努めます。 

やすらぎ福祉課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

公営住宅におけるバリアフリー

化済み住宅の割合 
0.0％ 増加 増加 

住宅改造費助成制度の利用件数 １件 増加 増加 
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（３）防災対策の推進 

 

事業・施策 内容 担当課 

地域における防災体制

の強化 

広報紙やパンフレット等を通じて、障害の

ある人を含めた地域全体の防災意識の向

上を図ります。 

やすらぎ福祉課 

総務課 

地域の実情に合った自主防災組織の育成

に努め、災害に強い地域づくりを推進しま

す。 

総務課 

緊急時における支援 

体制の整備 

地区を担当する民生委員・児童委員や自主

防災組織と連携しながら、避難行動要支援

者の把握・登録を行います。また、避難行

動要支援者のうち、避難が特に困難な人に

おいては、個別の支援計画を作成し、支援

体制づくりに努めます。 

やすらぎ福祉課 

防災無線やエリアメール、アプリ等による

緊急時の情報伝達を行う等、障害のある人

の状況に応じた情報提供を行います。 

総務課 

障害のある人等、避難所において配慮を必

要とする人に対し、避難所における各種支

援や福祉避難所の設置に向けた検討を行

います。 

やすらぎ福祉課 

総務課 

和歌山県が配信している、有田川町の気象

情報、有田川水位情報、雨量情報、避難勧

告などの情報を携帯電話やパソコンのメ

ール機能で受け取ることができる「防災わ

かやまメール配信サービス」の防災メール

への登録を啓発し、情報を活用できるよう

推進します。 

総務課 

 

  



53 

●数値目標（案） 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

自主防災組織結成率（結成数） 
97.1％ 

（99 組織）

99.0％ 

（101 組織）

100.0％ 

（102 組織）

個別計画作成率 2.4％ 3.0％ 4.0％ 

福祉避難所指定か所数 11 か所 12 か所 13 か所 

 

 

（４）防犯対策の推進 

 

事業・施策 内容 担当課 

地域における防犯体制

等の強化 

地域での見守り活動を強化し、防犯体制の

強化に努めます。 

また、消費者被害の防止や成年後見制度の

活用に努めます。 

やすらぎ福祉課 

総務課 

商工観光課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

成年後見制度の利用件数（再掲） 54 件 60 件 65 件 

消費者啓発講座開催回数 5 回 5 回 5 回 
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（５）地域福祉の推進 

 

事業・施策 内容 担当課 

住民参加による福祉の

まちづくりの推進 

自治会やボランティア団体等における地

域福祉活動の充実を図るとともに、地域に

おける福祉の人材育成や子どもたちの地

域活動への参加を促し、住民参加による福

祉のまちづくりを推進します。 
やすらぎ福祉課 

社会福祉協議会 
自治会や障害のある人々の団体、住民、

NPO、民間企業等の連携強化を図り、障害の

ある人を社会全体で支える体制づくりを

推進します。 

ボランティア活動の 

推進 

社会福祉協議会と連携し、住民ボランティ

ア活動の推進に向けて、ボランティア育成

講座、意識向上のための啓発、公共施設の 

活用や活動費の助成等を行います。 

やすらぎ福祉課 

社会福祉協議会 

障害のある人々の団体

の育成・活動支援 

障害のある人々の団体の主体性を尊重し

ながら、団体活動への支援を行います。 
やすらぎ福祉課 

 

●数値目標 

項目 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和８年度） 

ボランティア登録者数 675 人 708 人 742 人 

障害に関する団体への補助金交

付件数 
2 件 2 件 2 件 
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第５章 第６期障害福祉計画 

１ 成果目標 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行 
 

国の 

基本指針 

■地域移行者数：令和５年度末時点で令和元年度末の施設入所者の６％以上 

■施設入所者数：令和５年度末時点で令和元年度末の施設入所者の 1.6％以上 

削減 
 
≪目標設定の考え方≫ 

●障害のある人の地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所している障害のある人の

うち、自立訓練等を利用し、グループホームや一般住宅等に移行する人数を令和元年度末の 23

人から６％以上が移行することとし、移行者数は２人とします。 

●施設入所者数については、令和元年度末の 23 人から 1.6％以上の削減と併せて、令和２年度時

点の施設入所者数（19 人）の見込みも踏まえ、令和５年度末時点の施設入所者の削減数は４人と

します。 
 

指標 目標値 

施設入所者の地域生活への移行者数 2 人 

施設入所者の削減数 4 人 

 
≪目標の達成に向けた方策≫ 

 ●障害のある人やその家族が、福祉施設から地域生活へ移行する際の不安が軽減されるよう、相談

支援体制の充実を図るとともに、各種在宅サービスの充実に努め、地域生活へ向けた支援体制を

強化します。 

●有田圏域内でグループホームの整備等を行い、サービス利用者の調整を図りながら居住の場の

確保に取り組みます。 
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（２）地域生活支援拠点等の整備 
 

国の 

基本指針 

■令和５度末までに各市町村または各圏域において、地域生活支援拠点等を１

か所以上整備 

■地域生活支援拠点等の機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証 
 

≪目標設定の考え方≫ 

●地域生活支援拠点等については、令和３年度に有田圏域で１か所設整備予定です。 

●地域生活支援拠点等の機能充実のため、年３回運用状況の検証を行います。 
 

指標 目標値 

地域生活支援拠点等の整備数 1 か所 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証回数 3 回 

 
≪目標の達成に向けた方策≫ 

 ●有田圏域で連携・調整を図り、地域生活支援拠点等を整備するとともに、機能の充実に向けて、年

３回運用状況の検証を行います。   



57 

（３）福祉施設から一般就労への移行促進 
 

国の 

基本指針 

■一般就労への移行者数：令和５年度末までに令和元年度の 1.27 倍以上 

■就労移行支援事業利用者の一般就労移行者数： 

令和５年度末時点で令和元年度の 1.30 倍以上 

■就労継続支援Ａ型事業利用者の一般就労移行者数： 

令和５年度末時点で令和元年度の概ね 1.26 倍以上 

■就労継続支援Ｂ型事業利用者の一般就労移行者数： 

令和５年度末時点で令和元年度の概ね 1.23 倍以上 

■就労定着支援事業利用者数：就労移行支援事業等を通じて令和５年度末時点

で一般就労に移行する者の７割 

■就労定着支援事業の就労定着率： 就労定着率が８割以上の事業所が全体の７

割以上 
 
≪目標設定の考え方≫ 

●福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する人数については、令和

元年度末の１人から 1.27 倍以上が移行することとし、目標値を３人とします。 

●就労移行支援事業利用者の一般就労への移行者数は、令和元年度末は０人でしたが、1.30 倍以

上が移行することという国の指針を踏まえ、目標値を１人とします。 

●就労継続支援Ａ型事業利用者の一般就労への移行者数は、令和元年度末は０人でしたが、概ね

1.26 倍以上が移行することという国の指針を踏まえ、目標値を１人とします。 

●就労継続支援Ｂ型事業利用者の一般就労への移行者数は、令和元年度末は１人から概ね 1.23 倍

以上が移行することとし、目標値を１人とします。 

●就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者の７割が就労定着支援事業を利用すること

について、令和元年度時点で有田圏域内に就労定着支援事業所がなく、国の指針通りの目標設

定が困難なため、独自の目標設定として令和５年度末の目標値を１人とします。 

●就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とすることについ

て、令和元年度時点で有田圏域内に就労定着支援事業所がないため、目標値を設定していません。 
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指標 目標値 

福祉施設から一般就労への移行者数 3 人 

 

就労移行支援事業からの移行者数 1 人 

就労継続支援Ａ型事業からの移行者数 1 人 

就労継続支援Ｂ型事業からの移行者数 1 人 

就労定着支援事業利用者数 1 人 

就労定着支援事業の就労定着率  

 
≪目標の達成に向けた方策≫ 

 ●有田圏域地域自立支援協議会の就労部会と関係機関との連携により、広域的な観点からの就労

支援を引き続き実施します。 

 ●障害のある人の就労の場の確保や就労後の職場定着に向けた支援のため、関係機関と連携した

就労支援を推進します。また、福祉施設を利用している障害のある人の一般就労に向けた支援を

行います。 

 ●民間企業に対しては、就労部会やハローワーク等と連携し、障害のある人の雇用の啓発に取り組

みます。また、合理的配慮の啓発等による働きやすい環境づくりを促進します。 
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（４）相談支援体制の充実・強化等 
 

国の 

基本指針 

■令和５年度末までに、各市町村または各圏域において、総合的・専門的な

相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保 

 

≪目標設定の考え方≫ 

●基幹相談支援センターによる総合的・専門的な相談支援を継続して実施し、相談支援体制を強化

する体制の確保を行います。 
 

指標 目標値 

相談支援体制の充実・強化に向けた体制の確保 確保（1か所） 

 
≪目標の達成に向けた方策≫ 

●基幹相談支援センターを中心とした総合的・専門的な相談支援を継続して行うとともに、関係機

関と連携し、地域の相談支援体制の強化を図ります。 

 

 

（５）障害福祉サービス等の質を向上させるための体制の構築 
 

国の 

基本指針 

■令和５年度末までに市町村において障害福祉サービス等の質を向上させ

るための取り組みを実施する体制を構築 

 

≪目標設定の考え方≫ 

●令和５年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みを実施する体制の構

築をめざします。 

 

指標 目標値 

サービス等の質を向上させるための体制の構築 有 

 
 
≪目標の達成に向けた方策≫ 

●障害福祉サービスに係る研修参加や事業所との情報共有等を行い、障害福祉サービス等の質の

向上を図ります。   
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２ 障害福祉サービスの見込量と確保方策 

（１）訪問系サービス 
 

≪見込量≫ 
 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

618 644 670 

48 50 52 

 
単位：上段 時間、下段 人（実利用人数） 

※数値は１月当たり 

≪確保方策≫ 

●個別の相談支援を通じて、必要なサービス量を把握し、事業所との連携を進めながらサービスの

提供を行います。また、サービス提供事業者への情報提供や各種研修会への参加促進等のサービ

スの質の向上に向けた支援を行うことにより、見込量の確保を図ります。 
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（２）日中活動系サービス 
 

≪見込量≫ 
 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

生活介護 
926 944 962 

50 51 52 

自立訓練（機能訓練） 
28 28 28 

3 3 3 

自立訓練（生活訓練） 
58 58 58 

4 4 4 

就労移行支援 
57 57 57 

3 3 3 

就労継続支援（Ａ型） 
236 236 236 

11 11 11 

就労継続支援（Ｂ型） 
1,487 1,619 1,751 

79 86 93 

就労定着支援 0 0 1 

療養介護 7 7 7 

短期入所（福祉型） 
101 101 101 

9 9 9 

短期入所（医療型） 
28 28 28 

4 4 4 
 

単位：上段 人日（利用人数×利用日数）分、下段 人（実利用人数） 

就労定着支援、療養介護については、人（実利用人数） 

※数値は１月当たり 

≪確保方策≫ 

●就労系サービスの利用希望に対応するため、将来も含めて必要な見込量の確保に向けて、有田圏

域自治体や事業者との調整に努め、サービス提供体制及びサービスの質の確保を図ります。 

●就労の場の確保や就労継続の支援等に加えて、就労定着支援事業所の確保に努め、総合的な就

労支援の推進を図ります。 

 

  



62 

（３）居住系サービス 
 

≪見込量≫ 
 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

自立生活援助 0 0 1 

共同生活援助（グループホーム） 37 39 41 

施設入所支援 19 19 19 
 

単位：人（実利用人数） 

※数値は１月当たり 

≪確保方策≫ 

●自立生活援助については、サービス提供体制の確保を図ります。 

●障害のある人の住まいの場の確保のため、町内の物件の活用を進め、グループホームの整備を図

るなど、地域生活への移行促進に取り組みます。 

●施設入所支援については、施設入所を必要とする障害のある人が安心して利用できるよう、地域

移行も促進しながら、関係機関と連携し、見込量の確保に取り組みます。 
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（４）相談支援 
 

≪見込量≫ 
 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

計画相談支援 16 17 18 

地域移行支援 1 1 1 

地域定着支援 1 1 1 

 
単位：人（実利用人数） 

※数値は１月当たり 

≪確保方策≫ 

●一人ひとりに応じたサービス等利用計画の作成を円滑に行えるよう、相談支援事業者と連携を図

り、相談支援人材の確保・育成を図ります。 

●地域移行の促進に向けて、地域移行支援や地域定着支援の利用促進を図ります。 
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３ 地域生活支援事業の見込量と確保方策 

（１）必須事業 
 

①理解促進研修・啓発事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

理解促進研修・啓発事業 有 有 有 

単位：実施の有無 

≪確保方策≫ 

●障害に対する正しい理解の促進を図るとともに、日常生活及び社会生活を営むうえで生じる社

会的障壁の除去をめざし、当事者団体やボランティア団体等に働きかけ、交流活動・啓発活動の

促進を図ります。 

●現在実施しているイベントや手話講習会について、継続して実施します。 

 

②自発的活動支援事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

自発的活動支援事業 無 無 有 

単位：実施の有無 

≪確保方策≫ 

●障害のある人が、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障害のある人やその家

族、地域住民による自発的な活動を支援します。 

●自発的活動に取り組む地域住民の声を聞き、支援のニーズ把握に努め、自発的活動を充実させる

ための支援を実施します。 
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③相談支援事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

障害者相談支援事業 2 2 2 

基幹相談支援センター 有 有 有 

基幹相談支援センター等機能強化

事業 
有 有 有 

住宅入居等支援事業 無 無 無 

単位：実施の有無、障害者相談支援事業については、か所（実施事業所数） 

≪確保方策≫ 

●基幹相談支援センターを中心に、総合的な相談支援、専門的な相談の実施に取り組むとともに、

相談支援事業者への指導や研修を実施して相談支援体制を強化し、障害者相談支援事業の充実

を図ります。 

●相談支援事業に関する周知を一層図るとともに、より多くの障害のある人やその保護者、介護者

の様々な課題に対応し、地域移行や地域生活の支援に努めます。 

●住宅入居等支援事業について、入居等に関する相談については障害者相談支援事業等で対応し

ます。 

 

 

④成年後見制度利用支援事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

成年後見制度利用支援事業 1 1 1 
 

単位：件（利用件数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●障害のある人の権利擁護を図り、成年後見制度の利用が困難であると認められる人に対して必

要な支援を引き続き実施し、事業の利用促進に努めます。 
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⑤成年後見制度法人後見支援事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

成年後見制度法人後見支援事業 有 有 有 
 

単位：実施の有無 

≪確保方策≫ 

●社会福祉協議会との連携を図り、法人後見活動を実施する団体への支援の充実を図ります。 

●事業の普及・啓発に努め、法人後見のニーズの発掘に取り組むとともに、法人後見を必要とする

ときに利用できる体制づくりを支援します。 

 

 

⑥意思疎通支援事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業 16 17 18 

手話通訳者設置事業 0 0 0 
 

単位：手話通訳者・要約筆記者派遣事業 件（利用件数）、手話通訳者設置事業 人（設置人数） 

※数値は１年当たり  

≪確保方策≫ 

●障害のある人の社会参加の促進に向けて、手話通訳者・要約筆記者派遣事業の提供体制の確保

を図ります。 

●手話通訳者設置事業については特に見込んでいませんが、手話で日常会話ができる職員を養成

します。 
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⑦日常生活用具給付事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

介護・訓練支援用具 6 6 6 

自立生活支援用具 8 8 8 

在宅療養等支援用具 8 8 8 

情報・意思疎通支援用具 2 2 2 

排泄管理支援用具 729 759 791 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
1 1 1 

合計 754 784 816 
 

単位：件（利用件数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●障害のある人の在宅生活を支援するため、事業の周知を図り、一人ひとりが必要とする日常生活

用具の給付を継続して実施します。 

 

 

⑧手話奉仕員養成研修事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

手話奉仕員養成研修事業 1 1 1 
 

単位：人（養成人数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●聴覚に障害のある人の自立した生活の支援や交流活動の促進を図るため、日常生活程度の手話

表現技術を有する手話奉仕員の養成研修を実施します。 
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⑨移動支援事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

移動支援事業 
1,841 1,841 1,841 

27 27 27 
 

単位：上段 時間、下段 人（実利用人数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●地域における自立した生活や社会参加の促進のため、屋外での移動が困難な障害のある人に対

し、社会生活上必要な外出や余暇活動等のための外出への支援を継続して実施します。 

 

⑩地域活動支援センター事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

地域活動支援センター事業 
2 2 2 

14 14 14 
 

単位：上段 か所（地域活動支援センターの数）、下段 人（実利用人数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●障害のある人の社会参加の場の確保の観点から、事業の周知と利用促進を図ります。また、サー

ビス提供体制の確保を引き続き行います。 
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（２）任意事業 
 

①日中一時支援事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

日中一時支援事業 31 33 35 
 

単位：人（実利用人数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●ニーズの高いサービスであるため、必要な人が適正にサービスを利用できるよう、提供体制の確

保を図ります。 

 

 

②更生訓練費給付事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

更生訓練費給付事業 1 1 1 
 

単位：回（利用回数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●事業の普及・啓発に努め、給付対象者の正確な把握により、利用促進を図ります。 

 

 

③身体障害者自動車改造助成金交付事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

身体障害者自動車改造助成金 

交付事業 
1 1 1 

 
単位：回（利用回数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●障害のある人の社会参加を支援するため、事業の周知・啓発に努め、利用促進を図ります。 
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④身体障害者自動車操作訓練事業 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

身体障害者自動車操作訓練事業 1 1 1 

単位：回（利用回数） 

※数値は１年当たり 

≪確保方策≫ 

●事業の周知・啓発に努め、自動車の運転免許の取得を支援し、障害のある人の社会参加を促進し

ます。 
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４ その他活動指標 

（１）地域生活支援拠点等の機能の充実 
 

国の 

基本指針 

■令和５度末までに各市町村または各圏域において、地域生活支援拠点等を１

か所以上整備 

■地域生活支援拠点等の機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証  

≪見込量≫ 

指標 
令和３年度 

見込み 

令和４年度 

見込み 

令和５年度 

見込み 

地域生活支援拠点等の整備数 1 か所 1 か所 1 か所 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証回数 3 回 3 回 3 回 

≪取り組みの方向性≫ 

●地域生活支援拠点等については、令和３年度に有田圏域で１か所整備予定であり、今後は運用状

況の検証・検討を年３回行い、機能の充実を図ります。 

 

 
（２）発達障害のある人に対する支援 
 

国の 

基本指針 

■ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の

受講者数 

■ペアレントメンターの人数 

■ピアサポートの活動への参加人数 

≪取り組みの方向性≫ 

●本町では、支援プログラム等の実施はしていませんが、発達障害のある人に対する支援として、

関係機関が連携し、ライフステージに応じた切れ目のない支援体制の充実に努めます。 
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（３）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
 

国の 

基本指針 

■精神障害のある人の地域移行支援、地域定着支援、共同生活援助、自立生活

援助の利用者数を設定 

■保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 

■保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数 

■保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施

回数 

≪見込量≫ 

指標 
令和３年度 

見込み 

令和４年度 

見込み 

令和５年度 

見込み 

精神障害のある人の地域移行支援利用者数 １人 １人 １人 

精神障害のある人の地域定着支援利用者数 １人 １人 １人 

精神障害のある人の共同生活援助利用者数 8 人 8 人 8 人 

精神障害のある人の自立生活援助利用者数 0 人 0 人 １人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の

開催回数 
１回 １回 １回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場へ

の関係者の参加者数 
30 人 30 人 30 人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場に

おける目標設定及び評価の実施回数 
１回 １回 １回 

≪取り組みの方向性≫ 

●精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、精神障害のある人の地域移行を支

援する各種サービスの提供を行います。 

また、保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置し、圏域の関係者間での連携のもと、精神障

害のある人の地域生活における支援体制の構築を図ります。 
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（４）相談支援体制の充実・強化等 
 

国の 

基本指針 

■障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援の実施 

■地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言件数 

■地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 

■地域の相談機関との連携強化の取り組みの実施回数 

≪見込量≫ 

指標 
令和３年度 

見込み 

令和４年度 

見込み 

令和５年度 

見込み 

総合的・専門的な相談支援の実施 実施 実施 実施 

訪問等による専門的な指導・助言 8 件 9 件 10 件 

相談支援事業者の人材育成の支援 42 件 43 件 44 件 

相談機関との連携強化の取り組みの実施回数 61 回 62 回 63 回 

≪取り組みの方向性≫ 

●基幹相談支援センターにおいて、総合的・専門的な相談支援を実施します。また、基幹相談支援セ

ンターにおいて、地域の相談事業者への訪問等による専門的な指導・助言、人材育成の支援、地

域の相談機関との連携強化の取り組みを実施します。 
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（５）障害福祉サービス等の質を向上させるための体制の構築 
 

国の 

基本指針 

■都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修や都道府県が市町村

職員に対して実施する研修の参加人数の見込みを設定 

■障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を分析してその結果

を活用し、事業所や関係自治体等と共有する体制の有無及びその実施回数

の見込みを設定 

≪見込量≫ 

指標 
令和３年度 

見込み 

令和４年度 

見込み 

令和５年度 

見込み 

障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 2 人 2 人 2 人 

障害者自立支援審査支払等システムによる

審査結果の共有 
0 回 0 回 1 回 

≪取り組みの方向性≫ 

●障害福祉サービスに係る研修参加や事業所との障害者自立支援審査支払等システムによる審査

結果の共有等を行い、障害福祉サービス等の質の向上を図ります。 
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第６章 第２期障害児福祉計画 

１ 成果目標 

（１）障害児支援の提供体制の整備等 
 

国の 

基本指針 

■児童発達支援センターを各市町村または圏域に少なくとも１か所以上設置 

■保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村または圏域で構築 

■主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービス

事業所を各市町村または圏域に少なくとも１か所以上確保 

■医療的ケア児支援の協議の場（各都道府県、各圏域、各市町村）の設置 

■医療的ケア児等に関するコーディネーターを各市町村または圏域で配置 
 
≪目標設定の考え方≫ 

●児童発達支援センターについては、既に２か所設置しています。 

●保育所等訪問支援については、既に圏域で利用体制を整備しています。 

●主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービスについては、既に圏

域で各１か所設置しています。 

●医療的ケア児支援のための協議の場については、既に設置しているため、引き続き適切な支援の

継続を行います。 

●医療的ケア児等に関するコーディネーターについては、令和５年度末までの配置をめざします。 
 

指標 目標値 

児童発達支援センターの設置数 ２か所 

保育所等訪問支援の実施体制の構築 有 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所数、 

放課後等デイサービス事業所数 
各１か所 

医療的ケア児支援の協議の場の設置 有 

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置 配置 
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≪目標の達成に向けた方策≫ 

 ●児童発達支援センターについて、より利用しやすい体制の整備に取り組みます。 

 ●有田圏域内において保育所等訪問支援を実施する事業所の整備を推進するとともに、関係機関

との連携を深めながら、保育所等訪問支援を利用できる体制の構築を推進します。 

 ●有田圏域で関係機関との協議を進め、圏域で重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、

放課後等デイサービスを実施する事業所の充実を図ります。 

 ●医療的ケア児支援の協議の場については、引き続き有田圏域で保健・医療・障害福祉・保育・教育

等の関係機関の連携を深めながら情報の共有や課題の検討を行います。 
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２ 障害児福祉サービスの見込量と確保方策 

（１）障害児福祉サービス 

≪見込量≫ 

サービス名 
令和３年度 

見込み 
令和４年度 

見込み 
令和５年度 

見込み 

児童発達支援 
884 911 939 

95 98 101 

放課後等デイサービス 
852 994 1,164 

60 72 82 

保育所等訪問支援 
12 12 12 

2 2 2 

居宅訪問型児童発達支援 
4 4 4 

1 1 1 

医療型児童発達支援 
0 0 0 

0 0 0 

障害児相談支援 15 19 23 

医療的ケア児等に関するコーディネ

ーターの配置 
0 0 1 

単位：上段 人日（利用人数×利用日数）分、下段 人（実利用人数） 

障害児相談支援については、人（実利用人数） 

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置については、人（配置数） 

※数値は１月当たり 

≪確保方策≫ 

●障害のある子どもが必要な支援を地域で受けることができるよう、相談支援専門員の質の向上

に努めるとともに、関係機関と支援に関する情報の共有を推進することで、適切なサービスの提

供に努めます。 

●利用者が増加傾向にある、児童発達支援及び放課後等デイサービスについては、身近な地域で支

援が受けられるよう、引き続き提供体制の確保を図ります。 

●関係機関が連携して情報を共有し、ライフステージに応じた切れ目のない支援に努めるとともに、

障害のある子どもだけでなく、障害のある子どもを療育する家族のサポートに努めます。 

●医療型児童発達支援については、圏域にサービスを提供できる事業所がないため数値を見込ん

でいませんが、必要に応じて提供体制の確保及び支援を行います。 

●医療的ケア児等に関するコーディネーターについては、有田圏域で令和５年度末までの配置をめ

ざします。  
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第７章 推進体制 

１ 地域住民・事業者・行政の協働による計画の推進 

障害福祉の推進は、地域住民、サービス提供事業者、行政、ボランティアグループ、教育機関、保

健・医療機関、NPO 等、様々な団体等の協働によって実現します。 

障害のある人が地域社会で安全・安心な生活を営んでいくためには、地域住民の協力が重要にな

ります。また、障害のある人自らの意思に基づいた社会参加の促進にあたっては、サービス提供事業

者が果たす役割もますます大きくなっています。 

本計画を推進し、障害のある人のニーズに合った施策を展開するためには、住民をはじめ、地域の

関係団体等とのさらなる協働が必要です。地域の関係団体と相互に連携を図り、地域の支援のネット

ワークを強化するなど、計画の着実な推進に向けた取り組みを展開し、障害のある人にとって暮らし

やすいまちづくりを推進します。 

 

２ 一人ひとりの障害特性に沿った相談・支援体制の実施 

障害のある人が必要とする支援は、障害の種類や家庭・生活状況、就労の有無等によって一人ひと

り異なります。地域住民やサービス提供事業者、行政は、それらを踏まえ、一人ひとりに沿ったきめ細

やかな相談・支援を実施していく必要があります。 

障害のある人への理解促進に努め、障害の有無に関わらず誰もが地域で安心して暮らしていくこ

とができるよう、地域全体で相互に支え合う基盤づくりや社会参加の促進、支援体制等の充実を図

ります。 

 

３ 計画の管理と評価 

計画の進行管理にあたっては、管理手法の基本的な考え方である「PDCA」サイクルを取り入れ、

評価・検証を行います。本計画（Plan：計画）に基づいた事業の実施状況（Do：実施）について、計画

推進における課題や取り組みの妥当性に関する評価（Check：点検・評価）を担当課や関係部署にお

いて毎年度行い、その結果を次期計画の策定委員会における計画見直しの基礎資料として活用

（Action：改善・見直し）することで、新たな計画の策定（Plan）につなげ、継続的な改善に取り組み

ます。 

 


